様式第１号（第４条関係）
令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業費補助金交付申請書
令和　年　　月　　日　
愛媛県知事　　　　　　　様
所　 在 　地
商号又は名称　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　㊞

　標記補助金に係る事業を下記のとおり実施したいので、令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業費補助金交付要綱第４条第１項の規定により、補助金　　　　　　　　円を交付されるよう関係書類を添えて申請します。
記
１　事業の目的
２　事業計画書（別添１）
３　収支予算書（別添２）
４　誓約書（別添３）
	本件責任者（職氏名・連絡先）
	

	担当者（職氏名・連絡先）
	


※押印を省略する場合のみ記載してください。（押印する場合は記載不要です。）

※本件責任者及び担当者の氏名・連絡先を記入し、電子メールにより県の担当者及び県・事業者双方の上席者をあて先として提出する場合は、押印不要です。

（責任者とは、支店長や営業所長など社内において権限の委任を受けた役職員を指します。担当者とは、本事業に関する事務を担当する者を指します。）
（別添１）
令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業費　事業計画書
１　補助対象事業【申請事業に〇をつけてください】
	１　船舶に係る省エネ対策（燃油高騰対策に資するもの）
	

	２　業務効率化対策
	

	３　船員確保対策
	


２　実施期間
　　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日
【事業スケジュール】
	事業区分
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※事業区分ごとに、予定を⇒で記入ください。
３　事業の概要等
（１）事業の目的

（１）事業目的
（２）具体的内容
補助対象事業

　
　
４　申請者情報
	項目
	内容

	事業者名
	

	担当者連絡先
	所属部署・氏名：
Mail：　　　　　　　　　　　　　　Tel：

	船舶保有数
（申請日時点）

※県内の定期航路に供するもの
	総トン数1,000トン以上
	　　　隻

	
	総トン数500トン以上1,000トン未満
	　　　隻

	
	総トン数が500トン未満
	　　　隻

	船員数
（申請日時点）
	名（男性　　名　女性　　名）


（別添２）

令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業　収支予算書
１　収入（単位：円）

	項目
	収　入　額
	摘　要

	県補助金
	
	

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	計
※千円未満切捨て
	
	


２　支出（単位：円）
	事業区分
	経費区分
	補助事業に

要する経費
	内　訳

	１　船舶に係る省エネ対策（燃油高騰対策に資するもの）
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	計
	
	

	２　業務効率化対策
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	計
	
	

	３　船員確保対策
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	計
	
	

	合計
※千円未満切捨て
	
	


※補助対象経費については算出の根拠となる書類（見積書等）を添付すること。
※自社施工については、原材料費のみを対象とします。
３　補助金額の計算
	
	補助事業に
要する経費
	補助率適用額
（千円未満切り捨て）
	交付決定済額又は見込額
	補助上限額

	
	Ａ:合計を転記
	Ｂ:Ａ×1/2
	Ｃ
	Ｄ

	１～３の事業
	円
	円
	円
	円


　申請補助金額　　　　　　　　　円
※補助上限額は、要綱別表２により算出。
※申請補助金額は、Ｂの金額を記載すること。ただし、ＢとＣの合計額がＤ　　の金額の範囲内であること。
（別添３）
誓　約　書
私は、「令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業費補助金」（以下「補助金」という。）の交付を申請するに当たり、次の内容について誓約します。 

この誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。また、貴職において必要と判断した場合に、当方の個人情報を国、愛媛県、市町、警察、税務機関に提供することについて同意します。
１　申請内容は事実に相違なく、申請要件を満たしています。虚偽が判明した場合は、補助金の返還等に応じます。

２　愛媛県から検査・報告・是正のための措置の求めがあった場合は、これに応じます。また、国・県等が行う訪問調査に協力します。

３　補助金の申請等に係る帳簿及び証拠書類は、補助金交付の日の属する年度の翌年度から起算して５年間保存し、愛媛県からの求めがあったときは、当該書類を閲覧させ、又はその写しを提出します。

４　今後も事業継続の意思があります。また、資機材の転売や貸付目的での購入はいたしません。
５　次のいずれにも該当しません。
⑴　離島航路整備法（昭和27年法律第226号）第３条に定める航路補助金を受ける者
⑵　愛媛県離島生活航路維持・確保対策事業費補助金交付要綱に定める補助対象航路を運航する者
⑶　公営航路を運航する自治体
⑷　暴力団又は暴力団員等
⑸　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用するなどしている者

⑹　役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している者
⑺　役員等が、暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている者

⑻　役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者

⑼　県税の未納がある者

　令和　年　月　日

愛媛県知事　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　所在地又は住所　
　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　
　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　印

様式第１号の２（第５条関係）
令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業事前着手届出書
令和　年　　月　　日　

愛媛県知事　　　　　　　様
所　 在 　地
商号又は名称　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　㊞

　令和　年　月　日付けで申請の令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業費補助金に係る事業について、令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業費補助金交付要綱第５条第３項の規定により、下記のとおり届出します。
　なお、本件について交付決定がなされなかった場合（申請内容の一部が認められなかった場合も含む。）においても、異議は申し立てません。

記

１　事前着手の理由
２　着手予定日

	本件責任者（職氏名・連絡先）
	

	担当者（職氏名・連絡先）
	


※押印を省略する場合のみ記載してください。（押印する場合は記載不要です。）

※本件責任者及び担当者の氏名・連絡先を記入し、電子メールにより県の担当者及び県・事業者双方の上席者をあて先として提出する場合は、押印不要です。

（責任者とは、支店長や営業所長など社内において権限の委任を受けた役職員を指します。担当者とは、本事業に関する事務を担当する者を指します。）

様式第２号（第６条関係）
令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業変更承認申請書
令和　年　　月　　日　

愛媛県知事　　　　　　　様

所在地
所　 在 　地
商号又は名称　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　㊞

令和　年　月　日付け愛媛県指令　　第　　号で補助金交付決定通知のあった令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業を下記のとおり変更したいので、令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業費補助金交付要綱第６条第１項の規定により、その承認を申請します。

記

１　変更の内容

２　変更の理由
３　補助金交付変更額
　　　既交付決定額　　金　　　　　円也
　　　変更承認申請額　金　　　　　円也
　　　差引増減額　　　金　　　　　円也

４　事業計画書（別添１）
５　収支予算書（別添２）
６　その他

注）事業計画書及び収支予算書は、様式第１号別添資料と同様の書式とし、変更した箇所に下線を引くこと。
	本件責任者（職氏名・連絡先）
	

	担当者（職氏名・連絡先）
	


※押印を省略する場合のみ記載してください。（押印する場合は記載不要です。）

※本件責任者及び担当者の氏名・連絡先を記入し、電子メールにより県の担当者及び県・事業者双方の上席者をあて先として提出する場合は、押印不要です。

（責任者とは、支店長や営業所長など社内において権限の委任を受けた役職員を指します。担当者とは、本事業に関する事務を担当する者を指します。）
様式第３号（第７条関係）
令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業の中止(廃止）承認申請書
令和　年　　月　　日　

愛媛県知事　　　　　　　様

所在地
所　 在 　地
商号又は名称　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　㊞

令和　年　月　日付け愛媛県指令　　第　　号で補助金交付決定通知のあった令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業を次の理由により中止（廃止）したいので、令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業費補助金交付要綱第７条第１項の規定により、その承認を申請します。

記

１　事業の中止（廃止）の理由

２　中止（廃止）の内容

３　中止の時期（廃止の時期）
注）中止又は廃止の理由等が分かる資料を添付すること。
	本件責任者（職氏名・連絡先）
	

	担当者（職氏名・連絡先）
	


※押印を省略する場合のみ記載してください。（押印する場合は記載不要です。）

※本件責任者及び担当者の氏名・連絡先を記入し、電子メールにより県の担当者及び県・事業者双方の上席者をあて先として提出する場合は、押印不要です。

（責任者とは、支店長や営業所長など社内において権限の委任を受けた役職員を指します。担当者とは、本事業に関する事務を担当する者を指します。）

様式第４号（第８条関係）

令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業遂行状況報告書
令和　年　月　日　

　愛媛県知事　　　　　　　様

所　 在 　地
商号又は名称　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　㊞
令和　年　月　日付け愛媛県指令　　第　　号で補助金交付決定通知のあった令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業の遂行状況について、令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業費補助金交付要綱第８条の規定により、下記のとおり報告します。
記
	総事業費
	事業の遂行状況
	備考

	
	　月　日までに完了したもの
	　月　日以降に実施するもの
	

	
	事業費
	出来高比率
	事業費
	事業完了予定年月日
	

	円
	円
	％
	円
	
	


	本件責任者（職氏名・連絡先）
	

	担当者（職氏名・連絡先）
	


※押印を省略する場合のみ記載してください。（押印する場合は記載不要です。）

※本件責任者及び担当者の氏名・連絡先を記入し、電子メールにより県の担当者及び県・事業者双方の上席者をあて先として提出する場合は、押印不要です。

（責任者とは、支店長や営業所長など社内において権限の委任を受けた役職員を指します。担当者とは、本事業に関する事務を担当する者を指します。）

様式第５号（第９条関係）

令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業実績報告書

令和　年　月　日　
　愛媛県知事　　　　　　　様

所　 在 　地
商号又は名称　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　㊞
令和　年　月　日付け愛媛県指令　　第　　号で補助金交付決定通知のあった令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業の実績について、令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業費補助金交付要綱第９条第１項の規定により、関係書類を添えて報告します。

記

１　事業の実績（別添１）
２　収支決算書（別添２）
３　その他
	本件責任者（職氏名・連絡先）
	

	担当者（職氏名・連絡先）
	


※押印を省略する場合のみ記載してください。（押印する場合は記載不要です。）

※本件責任者及び担当者の氏名・連絡先を記入し、電子メールにより県の担当者及び県・事業者双方の上席者をあて先として提出する場合は、押印不要です。

（責任者とは、支店長や営業所長など社内において権限の委任を受けた役職員を指します。担当者とは、本事業に関する事務を担当する者を指します。）
（別添１）
令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業の実績
１　補助対象事業【申請事業に〇をつけてください】
	１　船舶に係る省エネ対策（燃油高騰対策に資するもの）
	

	２　業務効率化対策
	

	３　船員確保対策
	


２　実施期間
　　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日
３　事業の概要等
（１）事業の具体的内容

（１）事業目的
※導入状況等が分かる書類（写真、納品書等）を添付すること。
（２）事業の成果等
　
　
※成果が分かる書類があれば添付すること。
４　報告者情報
	項目
	内容

	事業者名
	

	担当者連絡先
	所属部署・氏名：
Mail：　　　　　　　　　　　　　　Tel：

	船舶保有数
（実績報告時点）

※県内の定期航路に供するもの
	総トン数1,000トン以上
	　　　隻

	
	総トン数500トン以上1,000トン未満
	　　　隻

	
	総トン数が500トン未満
	　　　隻

	船員数
（実績報告時点）
	名（男性　　名　女性　　名）

	航路別利用状況　航路名：

	航路利用状況①
（直近１年）
○月～×月
	旅客数
	　人

	
	乗用車
	　台

	
	トラック
	　台

	
	その他（自転車等）
	　台

	航路利用状況②
（令和元年度）
○月～×月
	旅客数
	　人

	
	乗用車
	　台

	
	トラック
	　台

	
	その他（自転車等）
	　台

	航路別利用状況　航路名：

	航路利用状況①
（直近１年）
○月～×月
	旅客数
	　人

	
	乗用車
	　台

	
	トラック
	　台

	
	その他（自転車等）
	　台

	航路利用状況②
（令和元年度）
○月～×月
	旅客数
	　人

	
	乗用車
	　台

	
	トラック
	　台

	
	その他（自転車等）
	　台


※複数航路を有する場合は、航路別に利用状況を記入すること。
※航路利用状況①については、実績報告日の前月が属する月を末とする１年間の実績を記入すること。なお、旅客数には車両の運転者及び同乗者数を含むこと。
※航路利用状況②については、末月が令和元年度（H31.4～R2.3）に属する、①と対応する期間について記入すること。

（別添２）

令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業　収支決算書

１　収入（単位：円）

	項目
	収　入　額
	摘　要

	県補助金
	
	

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	計
※千円未満切捨て
	
	


２　支出（単位：円）
	事業区分
	経費区分
	補助事業に

要する経費
	内　訳

	１　船舶に係る省エネ対策（燃油高騰対策に資するもの）
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	計
	
	

	２　業務効率化対策
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	計
	
	

	３　船員確保対策
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	計
	
	

	合計
※千円未満切捨て
	
	


注）領収書等支出状況が確認できるものを添付すること。（コピー可。）
３　補助金額の計算
	
	補助事業に
要する経費
	補助率適用額
（千円未満切り捨て）
	交付決定済額又は見込額
	補助上限額

	
	Ａ:合計を転記
	Ｂ:Ａ×1/2
	Ｃ
	Ｄ

	１～３の事業
	円
	円
	円
	円


補助金額　　　　　　　　　　円
　※補助上限額は、要綱別表２により算出。
※補助金額は、Ｂの金額を記載すること。ただし、ＢとＣの合計額がＤの金額の範囲内であること。
様式第６号（第９条関係）
令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業費補助金に係る
仕入れに係る消費税等相当額報告書
令和　年　月　日

　愛媛県知事　　　　　　　様

所　 在 　地
商号又は名称　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　㊞
 令和　年　月　日付け愛媛県指令　　第　　号で補助金交付決定通知のあった令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業費補助金について、令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業費補助金交付要綱第９条第３項の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　補助金交付要綱第10条の補助金の額の確定額

（令和○年○月○日付け　　第○○○号による額の確定通知額）

金　　　　　　　　　円也

２　補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額

金　　　　　　　　　円也

３　消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税等相当額
金　　　　　　　　　円也

４　補助金返還相当額（３－２）

金　　　　　　　　　円也
（注）別紙「令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業費補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額集計表」その他参考となる資料を添付すること。
	本件責任者（職氏名・連絡先）
	

	担当者（職氏名・連絡先）
	


※押印を省略する場合のみ記載してください。（押印する場合は記載不要です。）

※本件責任者及び担当者の氏名・連絡先を記入し、電子メールにより県の担当者及び県・事業者双方の上席者をあて先として提出する場合は、押印不要です。

（責任者とは、支店長や営業所長など社内において権限の委任を受けた役職員を指します。担当者とは、本事業に関する事務を担当する者を指します。）
別紙（第４条、第９条関係）

令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業費補助金に係る
仕入れに係る消費税等相当額集計表
［単位　円］

	事業実施主体名
	仕入れに係る消費税額と当該金額に地方消費税率を乗じて得た金額との合計 (Ａ )
	補助率

(Ｂ )
	仕入れに係る消費税等相当額

（Ａ×Ｂ）
	備 考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注）１　第４条第２項及び第９条第２項により、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額を減額して申請又は報告する場合、事業実施主体ごとに内訳を記載すること。

　　　２　「仕入れに係る消費税額と当該金額に地方消費税率を乗じて得た金額の合計額」欄は、補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる金額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額を記載すること。

　　　３　「仕入れに係る消費税等相当額」欄には、補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる金額と当該金額に地方税法に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額を記載すること。
様式第７号（第11条関係）

令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業費補助金精算払請求書
令和　年　月　日　

　愛媛県知事　　　　　　　様

所　 在 　地
商号又は名称　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　㊞
　令和　年　月　日付け愛媛県指令　　第　　号で補助金交付決定通知のあった令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業費補助金について、令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業費補助金交付要綱第11条第１項の規定により、下記のとおり請求します。

記

一金　　　　　　　　円也
　　内訳　　交付決定通知額　金　　　　　　円也
　　　　　　概算払受領済額　金　　　　　　円也
　　　　　　今回請求額　　　金　　　　　　円也
	本件責任者（職氏名・連絡先）
	

	担当者（職氏名・連絡先）
	


※押印を省略する場合のみ記載してください。（押印する場合は記載不要です。）

※本件責任者及び担当者の氏名・連絡先を記入し、電子メールにより県の担当者及び県・事業者双方の上席者をあて先として提出する場合は、押印不要です。

（責任者とは、支店長や営業所長など社内において権限の委任を受けた役職員を指します。担当者とは、本事業に関する事務を担当する者を指します。）
様式第８号（第12条関係）

令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業費補助金概算払請求書

令和　年　月　日　

　愛媛県知事　　　　　　　様

所　 在 　地
商号又は名称　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　㊞
　令和　年　月　日付け愛媛県指令　　第　　号で補助金交付決定通知のあった令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業費補助金について、令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業費補助金交付要綱第12条第２項の規定により、下記のとおり請求します。

記

一金　　　　　　　　円也

　　内訳　　交付決定通知額　金　　　　　　円也

　　　　　　概算払受領済額　金　　　　　　円也

　　　　　　今回請求額　　　金　　　　　　円也
残　　　額　　　金　　　　　　円也

概算払を必要とする理由
	本件責任者（職氏名・連絡先）
	

	担当者（職氏名・連絡先）
	


※押印を省略する場合のみ記載してください。（押印する場合は記載不要です。）

※本件責任者及び担当者の氏名・連絡先を記入し、電子メールにより県の担当者及び県・事業者双方の上席者をあて先として提出する場合は、押印不要です。

（責任者とは、支店長や営業所長など社内において権限の委任を受けた役職員を指します。担当者とは、本事業に関する事務を担当する者を指します。）

様式第９号（第14条関係）

令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業費補助金財産管理台帳
　令和　年　月　日付け愛媛県指令　　第　　号で補助金交付決定通知のあった令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業費補助金により取得した財産等について、令和８年度愛媛県航路事業者省エネ対策等支援事業費補助金交付要綱第14条第１項に基づき、以下のとおり保管状況を整理する。
	財産名
	数量
	単価
（円）
	金額
（円）
	補助金額
（円）
	耐用年数
	取得日
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


※取得価格又は効用の増加価格の単価が50万円を超える機械及び重要な器具について記載すること。
※船舶、営業所等に備え付けている場合は、備考欄に設置場所を記載すること。
【現状と課題、何を解決するための事業であるか、その必要性を記載してください。】


※複数の事業を実施する場合など、書き切れないときは別紙に記載してください。（様式自由）





【今回行おうとする事業の内容・計画・方法、及びその事業により期待される成果・効果・目標を具体的な数値等に基づいて記載してください。】


※複数の事業を実施する場合など、書き切れないときは別紙に記載してください。（様式自由）





【導入したシステム、購入した機材、整備した設備等の名称・数量・概要等を記載してください。】


※複数の事業を実施した場合など、書き切れないときは別紙に記載してください。（様式自由）





【今回行った事業により達成された成果または今後期待される効果を具体的に記載してください。】


※複数の事業を実施した場合など、書き切れないときは別紙に記載してください。（様式自由）








